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研究成果の概要（和文）：本研究は、海外のスポーツ先進国において、子どもスポーツ政策モデルの質的アプロ
ーチにより国際比較を行った。Sport NZ、Sport Auckland, Sport Wellingtonを訪ね、ヒアリング調査とKiwi 
Sport事業の参与観察を行った。オランダでNISBと自治体を訪ね、ヒアリング調査と参与観察を行った。Sport 
Singaporeを訪ね、同様の調査を行った。研究３年目は、Sport CANADA、ウォータール―市等を訪ねた。スポー
ツ先進国においては、子どもスポーツは重要なターゲットグループであり、学校と地域・スポーツ団体が連携・
協働し、独自の参加型プログラムを推進していた。

研究成果の概要（英文）：  The purpose of this study was to examine the children’s sport policies by
 semi-structured interviews and participant observation methods. The first year focused on New 
Zealand with respect to Sport New Zealand as national agency and
Sport Auckland/Wellington as regional agency. Field works were also conducted in Netherlands 
focusing on NISB as national agency and Amsterdam city and Ede city as regional agency. Field works 
were extended to Singapore (Sport Singapore) by using same methods. In the last research year, field
 works were conducted to Sport Canada and ParticipACTION as national agencies and Kitchener city as 
regional agency. In all advanced countries in sport, children were important target group, while a 
variety of corroborative approaches between school and local government/sport organizations were 
identified with unique programs. 

研究分野： スポーツ社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 (1)わが国初のマスタープランであるスポー
ツ振興基本計画(2000)において、３つの政策
目標の中の 1 番目は「子どもの体力向上」で
あった。また、スポーツ基本法(2011)の制定
により策定されたスポーツ基本計画におい
ても、1 番目の政策目標は「子どものスポー
ツ機会の充実」である。 
 
 (2)わが国では、子どもスポーツ政策に関す
る研究が少ない。また、国の委託調査におい
ては、子どもスポーツ政策の概要が若干、報
告されている。しかし、委託調査は、資料収
集やネット調査が中心ゆえに、具体的なプロ
グラムがどのように実施され、どのような効
果や成果を上げているかは不明である。 
 
２．研究の目的 
子どものスポーツ環境の改善は最優先す

べき政策課題（スポーツ基本計画, 2012）に
なっているが、海外の子どもスポーツ政策の
情報や研究知見は少なく、最適なスポーツ環
境整備のため、政策モデルの国際比較研究が
求められている。本研究は、海外のスポーツ
先進国において、子どもスポーツ政策モデル
に焦点をあて、質的アプローチ（インタビュ
ー調査と参与観察）により国際比較を行う。     
具体的には、ヨーロッパ（オランダ）、北

米(カナダ)、オセアニア（ニュージーランド）、
アジア（シンガポール）において、事業担当
者に対するインタビュー調査を行いロジッ
クモデルによる政策評価を行う。さらに、具
体的なプログラムの参与観察を実施し、子ど
もスポーツプログラムの内容と成果をリー
ダーシップとソーシャルサポートの視点か
ら国際比較する。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、海外の子どもスポーツ政策モデ
ルに焦点をあて、質的アプローチ（インタビ
ュー調査と参与観察）により政策評価を行う。
研究初年度(2014)は、ウェブ調査と関連文献
調査を実施し、調査対象国における子どもス
ポーツ政策情報を収集・整理する。初年度の
調査対象国は、ニュージーランドで、2015
年度はオランダとシンガポール、2016 年度
はカナダである。調査研究実施国において、
各国の研究協力者と連携を取りながら、スポ
ーツ行政担当者とスポーツ団体に対するイ
ンタビュー調査を行い、ロジックモデルによ
る KPI（(Key Performance Indicators)の政
策評価を行う。さらに研究協力者に参与観察
の連絡・調整を依頼し、具体的なプログラム
の参与観察を実施し、子どもスポーツ政策の
内容と効果、成果をリーダーシップ論（SL
理論）とソーシャルサポートの視点からトラ
イアンギュレーションにより検証し、国別の
ケーススタディとしてまとめる。これら 4 カ
国の子どもスポーツ政策モデルの検証結果
を、国際比較を行い、類似性と相違性を明確

にし、普遍性と文化的特殊性を考察する。 
 
４．研究成果 
①ニュージーランドのケーススタディ 
研究初年度の調査対象は、ニュージーラン

ドにおける子どもスポーツ政策である。まず、
先行研究とニュージーランドのスポーツ行
政機関である Sport New Zealand のウェブサ
イトから関係資料を収集し、レビューを行っ
た。これらの成果と先行研究を基に、半構造
化インタビュー調査用の調査票を作成した。
また、ニュージーランドにおいては、2009 年
から、子どもを対象にしたスポーツ政策であ
る「KIWI SPORT」が学校と地域の連携プロジ
ェクトとして推進されていることが分かっ
た。 
2015 年 3月に Sport New Zealand と国から

助成を受けている Sport Auckland、および 
Sport Wellington（地方自治体のスポーツ局）
の３カ所を訪ね、ヒアリング調査と実際のプ
ログラムの参与観察を行った。KIWI SPORT の
目的、財源、助成制度等の事業枠組みを把握
した。また、ロジックモデルの Input（投入）、
Activities（活動）、Output（結果）、Outcome
（成果）に関するヒアリングを行った。Input
として、教育省から 1,200 万 NZ ドルが学校
へ助成され、Sport NZ から 850 万 NZ ドルが
地域スポーツトラストを通して、スポーツ団
体等に助成されている。その結果、2009 年以
来、270 万人が KIWI SPORT プロジェクトに参
加し、2013/14 年には 89万人の子どもが同プ
ロジェクトに参加した。 

KIWI SPORT は、子どもたちが運動・ス
ポーツに触れる機会を増やし，運動・スポー
ツを行う動機づけとなるように工夫されて
いる。その特徴の一つとして「The Physical 
Literacy（身体リテラシー）」がある。The 
Physical Literacy は、「動作（move）」、「コ
ミュニケーション（communicate）」、「思考
（think）」の三要素から構成されている。「動
作」には「基本的動作技術」、「基本的スポー
ツ技術」、「正確さ」、「コントロール」、「処理
能力」が、「コミュニケーション」には「チ
ームワーク」、「言語」、「非言語」、「指示の授
受」、「意味やアイデアの伝達」が、「思考」
には「空間認知」、「意志決定」、「問題解決」、
「技術の選考」、「分析と評価」、「戦術認識」
が、それぞれ含まれている。KIWI SPORT
において、子どもたちにこれら「動作」、「コ
ミュニケーション」、「思考」を単体で学習さ
せるのではなく、関連づけて学習させるので
ある。身体リタラシーを身につけることは、
その後のスポーツ活動につながると考えら
れており、子どもたちは身体リタラシーを通
して身体に関する知識や能力、運動・スポー
ツに必要な技術や動きを身につけることが
できるのである。 

KIWI SPORT のメイン・ターゲットは小
学校期の児童であり、すべてのプロジェクト
の 90%がこの年齢グループをターゲットに



している。2099 年以来、2,705,001 人が
KIWI SPORT に参加し、2013〜2014 年の
1 年間においては 899,211 人の子どもが
KIWI SPORT に参加した。参加者数の多
かった種目は、クリケット（207,96 6 
人）、スイミング（176,260 人）、テニス
（145,469人）、ネットボール（127,646人）、
ホッケー（126,043 人）の順であった。KIWI 
SPORT は、その 84%が学校時間内に行わ
れており、そのうち 42%が正課時間内、
26%が授業前と放課後であった。 
 
②オランダのケーススタディ 
 文献調査、政策担当者と有識者に対するヒ
アリング調査、及び参与観察を総合的に内容
分析した結果、オランダのスポーツ政策は、
歴史的な背景を踏まえながら、“policy letter 
sport”と呼ばれるスポーツ振興計画が策定さ
れていることが明らかとなった。特に、4 つ
の主要な計画の内、スポーツ・フォー・オー
ルに関連する計画が 2 つ盛り込まれるなど、
スポーツ・フォー・オール社会の実現を目指
し、国レベルで対策が練られていることも示
された．政府からの補助事業は、「申請－審
査－助成」方式を採用している。 
 また、エリートスポーツ大国として知られ
るオランダは、スポーツアジェンダ 2016 と
呼ばれる計画が策定され、子どもからトップ
アスリートに至る様々な年代に対し医療的、
社会的支援が行われていることが明らかと
なった．特質すべきは，日本と同様にロット
（くじ）の収益がオランダのスポーツ振興に
反映されている点である。加えて、日本のス
ポーツ参加率よりも高い目標水準（75%）が
定められており、のための具体的な対策が練
られている。 
さらに、子どものスポーツ振興については

“ジャンプ”と呼ばれる介入研究がアムステル
ダムで行われ、RE-AIM モデルを基に一定の
成果が挙げられていることが確認された。日
本での介入研究は、公衆衛生学の分野で頻繁
に行われ、近年はスポーツ科学の分野でも導
入され始めている（島崎ほか, 2014）。しかし
ながら、市を挙げて子どもの身体活動を改善
する取り組みは行われておらず、今後“ジャン
プ”のような長期的な視点に立ったプログラ
ムを日本でも導入する必要があるだろう。 
スポーツ参加率の引き上げに関しては、“魅

了し、惹きつける（attract and engage）”とい
う戦略をもとに、1）より多くの国民がスポ
ーツを実施する、2）国民がより頻繁にスポ
ーツを実施する、3）国民がより活動的にな
る、4）国民がスポーツを長く活動的に実施
し続けることを成長目標としている。また、
目標達成にむけ、地域レベルやライフステー
ジごとの具体的なアプローチを提示してい
る。特に，子ども（6 歳から 12 歳）において
は 100％のスポーツ参加を目標としている。
全国の小学生のうち 13％は全くスポーツを
行っておらず、地域によってはさらにスポー

ツ非実施率が高い。したがって、子どもをス
ポーツに巻き込ませるために、学校と地域の
スポーツクラブの関係性を重要視している．
また、若者（12 歳から 23 歳）においては 90％
のスポーツ参加を目標としている。進学にお
けるスポーツのドロップアウトを 50％まで
減らし、若者が活動しやすく、アクセスしや
すいスポーツ施設の環境整備を推奨してい
る。 
 
③シンガポールのケーススタディ 
 シンガポールにおいては、シンガポール・
スポーツカウンシルがスポーツ振興の中心
であったが、2014 年にスポーツ・シンガポー
ル(Sport SINGAPORE)と改称された。上位省
庁は、文化・コミュニティ・青年省である。 
同省からの財源だけでなく、シンガポール・
ス ポ ー ツ 立 国 基 金 (Sporting Singapore 
Fund)からの財源により、青少年のタレント
発掘事業や多様なスポーツ振興事業を展開
している。 
 注目すべきは、「ユーススポーツ国家指針」
(National Standards for Youth Sports)を
定めていることである。この目的は、青少年
にポジティブなスポーツ体験を持たすこと
にある。基本理念は、「すべての青少年は、
ポジティブなスポーツ経験ができる機会が
与えられ、スポーツによって成長し、発達す
べきで、決してスポーツから疎外されないこ
とにある」。 
 原則１は、青少年のスポーツへの関心を高
めることにあり、平等な機会と安全、適切な
用具を提供することにある。原則２は、役割
モデルになることで、フェアプレイやスポー
ツマンシップの価値を身につけ、保護者の関
与を奨励しと、十分な有資格指導者によって 
指導されることにある。原則３は、楽しむこ
とが重要で、勝つことがすべてではない。ス
ポーツ実践の場においては、挑戦や達成感な
どポジティブな経験をすることが求められ
る。すべての青少年は、スポーツ実践により、
自信をつけ、主体的、活動的、意識の高い市
民に育つことが期待される。また、青少年の
スポーツ環境においては、アルコールやドラ
ッグ、タバコなどの非合法物から守るよう配
慮すべきである。 
 また、ステークホルダーとして、コーチ・
インストラクター、保護者・教員、青少年、
スポーツ団体役員・大会関係者、マネジャー・ 
管理者、メディア・カメラマン、観客・一般
市民、企業があげられ、それぞれの規範が提
示されている。 
 
④カナダのケーススタディ 
 カナダでは、連邦政府民族遺産省のスポー
ツ担当局であるスポーツカナダ(Sport 
Canada)が国のスポーツを所轄する行政機関
である。スポーツカナダの政策運営は、連邦
政府・10 州政府/3 準州政府を合わせた合計
14 政府のスポーツ大臣を委員とするスポー



ツ委員会(F-P/T Sport Committee)において
策定された「カナダスポーツ政策(Canadian 
Sport Policy)」がベースになっている。 
 カナダスポーツ政策における政策ヴィジ
ョンは、「ダイナミックでイノベーションに
富んだ文化が、スポーツ参加と卓越性を推進
する」ことにある。政策価値は、「楽しさ、
安全、卓越性、関与、人間形成、受容とアク
セス、尊厳、フェアプレイ、倫理行動」にあ
る。 
 政策原則は、“価値ベース”、“受容”、“健
全”、“連携”、“意図的”、“効果的”、“持続可
能”である。政策目標は、“スポーツ入門”、
“レクリエーション・スポーツ”、“競技スポ
ーツ”、“ハイパフォーマンス・スポーツ”“ス
ポーツ開発”にある。 
 また、身体リタラシー(Physical Literacy)
という概念を導入し、「さまざまな環境にお
いて、自信を持って運動することができる個
人の能力」と定義している。子どもから成人、
高齢者、すべてにおいて身体リタラシーを連
携しながら身につけることが、多様な成果を
上げるという。 
 運動・スポーツの非営利団体であるパー
ティシパクション(ParticipACTION)は、政
府と企業からの財源により、スポーツカナ
ダの方針に基づいた多様なイベントとプロ
グラムを展開している。全国健康フィット
ネスの日は、6 月第 1 土曜日で、青少年だ
けでなく、すべての国民に対して、150 プ
レイリスト(150 Play List)を用意し、参加
を呼び掛けている。ターゲットグループは、
年代別に定められ、1)0 歳から 4 歳、2)5
歳から 17 歳、3)18 歳から 64 歳、4)65 歳
以上の 4 グループである。また、
ParticipACTION Teen Challenge では、コ
カコーラ社の支援により、10 代の青少年が
さまざまなアウトドアスポーツの機会に挑
戦できる。こういったプログラムにおいて
は、前述した政策ヴィジョン、政策価値、
政策原則に基づいて、参加者がポジティブ
な体験に挑戦できるように設定されている。 
 地域においては、自治体のレクリエーシ
ョン課が、シーズンスポーツ制によるプロ
グラムを展開している。シーズンごとに子
どもたちが手軽に参加できるスポーツ教室
やスポーツリーグを用意している。こうい
ったスポーツ教室は、地域スポーツ団体か
らの指導者がボランティアコーチとして指
導に当たっている。スポーツ教室やリーグ
は、原則として土曜日に開催され、過剰な
練習によるバーンアウト（燃え尽き症候群）
を防ぐ仕組みが定着している。シーズンス
ポーツ制により、子どもたちは多様なスポ
ーツ経験の場に恵まれ、楽しみの場と挑戦
の場が提供され、身体リタラシーの開発に
貢献している。 
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